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居住環境・近隣環境が低所得層に与える影響
― “Moving to Opportunity” 実験からの示唆―

安　藤　道　人†

研究ノート

1 ．はじめに

居住環境が人々の生活の質などの様々な社
会的アウトカムに与える影響についての研究
は，近年大きな進展を遂げている。これまで
も住宅政策や住宅環境と社会的アウトカムと
の「関連性」については様々な研究が存在し
た。しかし近年，分析手法の発展を背景に，

住宅政策や住宅環境が様々な年代・階層の
人々に与える「因果的影響」が明らかにされ
つつある。

本稿では，まだ日本の政策論議においては
十分に紹介されていないアメリカの Moving 
to Opportunity（MTO）実験の結果を検証し，
住宅政策や住宅環境が様々なアウトカムに与
える影響について検討する。MTO 実験は，
居住環境が低所得層の成人や子どもの様々な
アウトカムに与える影響を検証した実験であ
る。この実験は，1994年から1998年に渡り，

「住宅バウチャーおよびそれを活用した移住
（引っ越し）」の機会を公営住宅などに居住
する低所得者層に無作為に割り当て，その効
果を長期にわたって検証するという，先進国
における大規模かつ先例のない実験であった。

本論文の構成は以下の通りである。 2 節で

要　旨
本稿では，日本の政策論議においては十分に紹介されていないアメリカの住宅政策に関する実

験研究（Moving to Opportunity 実験 : MTO）の結果を検証し，住宅政策や住宅環境が様々なア
ウトカムに与える影響について検討した。具体的には，MTO の概要を紹介したのち，MTO の
ファイナルレポートや MTO についての主要な学術論文をレビューした。その結果，これまでの
多くの研究では，MTO による居住・近隣環境の向上は，精神的健康などの一部のアウトカムに
は比較的大きな影響を与えた一方で，所得や就労および一定の年齢以上の子どもの教育アウトカ
ムには目立った効果がなかったという結論が得られていた。しかし最近の研究では，より早期に
移住した子どもの教育・雇用アウトカムにおいて，長期的に見ると頑健な正の効果が観察された
との結果も発表されていた。MTO 実験の研究成果は，実験的政策介入の分析において，効果の
異質性や効果の発生時期を注意深く検証することの重要性を示している。
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は，MTO 実験の概要を紹介する。 3 節では，
MTO の研究結果を，公式のファイナルレポ
ートに基づいて紹介する。 4 節では， 3 節で
紹介した研究結果の全体像から得られる学術
的・政策的含意を，MTO の研究グループが
どのように捉えたのかを紹介する。 5 節では，
経済学を中心に，学術研究に大きな影響を与
えた MTO の個別研究論文を取り上げる。こ
れらの研究論文は， 4 節で取り上げるファイ
ナルレポートにその成果が反映されたものも
あれば，ファイナルレポートが刊行されたあ
とに発表され，新しい知見を提供したものも
ある。これらの論文の独立した知見から，
MTO が経済学研究や住宅政策研究にどのよ
うに貢献したかを明らかにする。 6 節はまと
めである。

2 ．Moving to Opportunity 実験

Moving to Opportunity（MTO）実験は，
1994年から1998年にかけて，バルチモア，ボ
ストン，シカゴ，ロサンゼルス，ニューヨー
クの 5 都市の4,604の低所得世帯を対象に行
われた実験である（本実験プロジェクトの概

要は表 1 を参照）。本実験はアメリカの
Department of Housing and Urban Develop-
ment によって実施された。

実験への参加資格は，貧困地域における公
営住宅や公的補助が行われている住宅に住む
子どもがいる世帯に限定され，参加世帯は以
下の 3 つのグループにランダムに割り振られ
た。第一に実験群（experimental group）で
あり，この群に割り当てられた世帯は，セク
ション 8 と呼ばれる家賃補助や住宅バウチャ
ーを受給でき，さらに移住のためのカウンセ
リングを受けて異なる地区の新しい住居に引
っ越すことができる。この実験群に割り当て
られた世帯のうち48％がより貧困率が低い地
域に移住した。第二にセクション 8 限定群

（Section 8  only group）であり，セクショ
ン 8 の家賃補助や住宅バウチャーを受給でき，
どこでも使うことができる一方で移住のため
のカウンセリングを受けることはできない。
この群に割り当てられた世帯の63％が移住を
実現した。第三に対照群であり，MTO の家
賃補助や住宅バウチャーは受給できないが，
それ以外の通常の住居・社会サービスなどは
受け続けることができる。

表 1 　 Moving to Opportunity の概要

実施時期 1994‐1998

実施都市 バルチモア，ボストン，シカゴ，ロサンゼルス，ニューヨーク

参加世帯 貧困地域における公営住宅や公的補助が行われている住宅に住む子どもがいる
低所得世帯

参加世帯数 4,604世帯

実験介入の概要 実�験群：セクション 8 の家賃補助や住宅バウチャーを受給し，引っ越しのカウ
ンセリングを受け，低貧困地区の住居に引っ越すことが可能。
セ�クション 8 限定群：セクション 8 の家賃補助や住宅バウチャーを受給でき，

どこでも使うことができるが，引っ越しのためのカウンセリングを受けるこ
とはできない。
対�照群：MTO の家賃補助や住宅バウチャーは受給できないが，それ他の住居・

社会サービスは受け続けることができる。

検証対象のアウトカム 移住（引っ越し），居住環境，近隣環境，社会的ネットワーク，身体的健康，
精神的健康，経済的自立の程度，危険行為・犯罪行為，教育など

（出典）Goering et al.（1999）および Sambonmatsu et al.（2011）に基づき著者作成
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MTO の対象となっている世帯は，低所得
層に限られており，ほとんどがシングルマザ
ーであり，ほぼ 3 分の 2 がアフリカン・アメ
リカン，残りの 3 分の 1 も多くはヒスパニッ
クであった。したがって本研究プロジェクト
の結果を解釈する際には，このようなグルー
プを対象とした実験研究であることに留意す
る必要がある。

3 ．�MTO の研究成果 : ファイナルレ
ポートの知見

MTO の研究成果は，学術論文やワーキン
グペーパーなどの形で刊行されているほか，
中間レポートである Orr et al. （2003），ファ
イナルレポートである Sanbonmatsu et al.

（2011）が発刊されている1 ）。ここでは，フ
ァイナルレポートである Sanbonmatsu et 
al.（2011）の内容に基づいて，実験実施から
10‐15年後において，MTO 実験が実験群や
セクション 8 限定群にどのような影響を及ぼ
したのかを紹介する。なおファイナルレポー
トにおいて検証されている結果は，移住・居
住環境・近隣環境および社会的ネットワーク

（第 2 章），身体的健康（第 3 章），精神的健
康（第 4 章），経済的自立（第 5 章），危険行
為・犯罪行為（第 6 章），教育（第 7 章）で
ある。

（ 1 ）�移住・近隣環境・居住環境・社会的
ネットワーク

MTO による移住・近隣環境・居住環境お
よび社会的ネットワークの変化は，MTO が
実験群およびセクション 8 限定群に及ぼしう
る様々な影響の「起点」と考えることができ
る。 5 節でより詳しくみるように，この居住
環境への影響（MTO では neighborhood ef-

1 ）また，実験完了後の初期レポートであり，
プロジェクトの詳細な説明が記載されている
Goering et al.（1999）も発刊されている。

fect（近隣効果）と呼ばれている）を非実験
研究で検証することは困難であることが多い。
そのため MTO による住宅バウチャーの無作
為割当が，どの程度，実際に実験群やセクシ
ョン 8 限定群の居住環境を変えたのかがまず
注目された。

その結果，ファイナルレポートで用いられ
た「長期的調査のためのサンプル」において
は，実験群の47％が住宅バウチャーによる低
貧困地域への移住を実施し，セクション 8 限
定群の63％が住宅バウチャーによる移住を行
っていた。ここでは，とくにこの実験群の47
％の移住者群（実験群の中で MTO によって
実際に低貧困地域に移住した世帯）を「実験
移住群」と呼び，このグループに着目してフ
ァイナルレポートの結果を紹介していく。

まず，実験移住群の居住地域の貧困率は対
照群と比べて大きく減少しており，検証期間
全体（実験直後から10‐15年間）の平均でみ
ると，対照群の居住地域の平均貧困率は40％
程度であったのに対して，実験移住群は20％
程度であった。しかし，期間別にみてみると，
実験移住群と対照群の居住地域の貧困率の差
は，当初は約40％ポイントと顕著であったの
に対し，長期的調査時（実験から10‐15年後）
には約10％ポイントまで低下していた。これ
は，対照群の居住地域の貧困率が経年的に低
くなる傾向があったのに対し，実験移住群の
居住地域の貧困率が経年的に高くなったため
である。とりわけ対照群の居住地域の貧困率
は，実験実施時の53％から10‐15年後の30％
と大きく減少しており，対照群世帯の一部が
より貧困率の低い地域に移住したことが示唆
される。

また，MTO による移住は住宅の質を高め
ており，「処置群に対する処置効果」（Treat-
ment on the treated: TOT）の推定値でみる
と，実験移住群において，自身の住宅を「よ
い（good）」あるいは「非常によい（excel-
lent）」と評価する成人は，対照群よりも約
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11％ポイント高かった。また住宅破損などの
問題報告も，実験群やセクション 8 限定群に
おいて少ない傾向であった。

さらに，MTO による移住は，より裕福な
近隣住民との接触，より少ない身体的・精神
的障害，そして安心・安全などの近隣環境の
変化も生じさせた。さらに居住地における人
種的セグリゲーションも減少した一方で，
MTO は Gautreaux mobility program のよう
に人種的セグリゲーションを減らすことを目
的とした実験ではなかったため，その減少程
度は顕著なものではなかったことが指摘され
ている。

（ 2 ）身体的健康
中間評価（Orr et al. 2003）においては，

実験実施から 4 ‐ 7 年後に，実験移住群の成
人群で，BMI で計測した肥満度の減少が観
察された。一方で，中間評価で収集された他
の身体的健康については実験の効果は観察さ
れなかった。ファイナルレポートで用いられ
ている長期追跡調査においては様々な健康ア
ウトカムが計測されたが，中間評価で有意な
減少が観察された肥満度については統計的に
有意な減少は観察されなくなっていた。ただ
し，実験群やセクション 8 限定群において過
度の肥満の発生は抑えられている可能性を示
唆する結果が得られた。また，実験群に対し
ては糖尿病の減少なども観察された。一方で，
他の様々な身体的健康の指標に対する効果は
観察されず，若者についても，身体的健康に
対する効果は観察されなかった。

（ 3 ）精神的健康
精神的健康に対する MTO の長期的効果に

ついては，抑うつ状態の指標である Kessler
の K 6 値（K 6 値が高いほどより抑うつ状態
である）でみると，成人群において，実験群
は対照群と比較して0.1標準偏差分，K 6 値が
低かった。これは中間評価の結果（Kling et 

al. 2007）とほぼ同じであった。他の抑うつ
指標でみても，実験群やセクション 8 限定群
は対照群と比べて良好な結果となっており，
統計的に有意でない場合も含めて，ほぼ全て
の項目で，実験群やセクション 8 限定群のほ
うが良好な精神状態であるとの結果であった。

また20歳以下の若年層を見ると，実験群の
女性ではいくつかの精神的健康の指標におい
て対照群と比べて良好な結果となった一方で，
セクション 8 限定群の男性ではストレス指標
は対照群よりも悪化していた。このように，
MTO の効果として，若年女性についてはポ
ジティブな結果が観察され，若年男性におい
てはネガティブな結果が観察されており，こ
れは中間評価と共通する傾向であった。

（ 4 ）経済的自立
MTO の研究グループは，MTO は実験群

やセクション 8 限定群の雇用に長期的にはポ
ジティブな影響があると予想していた。なぜ
なら，近隣住民の貧困率の低下や中間評価で
観察された身体的・精神的健康の改善は，長
期的に雇用などの経済的自立にポジティブに
作用すると考えたからである。しかし意外な
ことに，MTO の長期的研究ではそのような
結果は観察されなかった。いくつかの年齢階
層については，ある程度の「影響」が観察さ
れたものの，それらはいずれも確定的なもの
ではなかったとしている。

（ 5 ）危険行為・犯罪行為
MTO の研究グループは，危険行為や犯罪

行為の減少に対する MTO の影響は，良好な
居住環境に長期間恵まれることによって，中
間評価のときよりも大きくなると予想してい
た。しかし，長期的研究の結果はそれとは逆
に，中間評価のときよりもはっきりしないも
のであった。中間評価と同じく，MTO は男
性の若者の危険・犯罪行為（喫煙など）の増
加に影響を与え，女性の若者の危険・犯罪行
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為（飲酒など）の減少に影響を与えていた。
しかし，これらの影響が中間評価のときより
も鮮明に観察されたわけではなかった。
MTO のファイナルレポートは，この結果に
ついて，危険・犯罪行為についてはその時々
の近隣環境が重要であり，累積的な影響は小
さいかもしれないと結論づけている。

一方で，薬物の流通・販売（drug distri-
bution）に対しては，中間評価と比べてもよ
りはっきりした減少効果が認められた。とり
わけ男性の若者の実験群については大きな効
果が認められ，実験群とセクション 8 限定群
の少年についてもある程度の効果が観察され
た。

（ 6 ）教　育
中間評価と同様，MTO は教育アウトカム

にほとんど統計的に有意な影響を与えないと
いう結果となった。リーディングや数学のテ
ストにおいて，実験群やセクション 8 限定群
の成績は対照群と同じようなスコアであり，
セクション 8 限定群の男性については大学進
学率が対照群よりも低くなった。なおファイ
ナルレポートは，MTO によって移住した世
帯の子どもは，近隣環境と比較して学校環境
は大きく変化しない傾向があったことに言及
している。

4 ．�MTO の研究成果 : ファイナルレ
ポートにおける考察

前節でみた個別領域の知見から明らかなよ
うに，MTO では，多くの領域で，当初期待
されていた効果は観察されなかった。比較的
頑健な長期的効果が観察されたのは健康関連
のアウトカムと危険・犯罪行為のアウトカム
であったが，労働市場関連のアウトカムや教
育アウトカムについては当初予想したような
ポジティブな効果は観察されず，また他の領
域においても頑健な効果が観察されないもの
が多かった。教育アウトカムについては，フ

ァイナルレポートにおいて “disappointingly”
（残念なことに）と言及されている箇所もあ
り，当初の予想とは異なる結果であったこと
は明確であった。

これまで多くの非実験的な研究では，近隣
環境の変化が雇用や教育に与える影響が観察
されてきたにもかかわらず，なぜ MTO では
そのような効果が観察されなかったのか。フ
ァイナルレポートはそれについて，近隣環境
の影響そのものの存在を否定するのではなく，

「MTO は，近隣環境が効果を発揮するよう
なメカニズムにはたいした影響を与えなかっ
たように思われる」（Sanbonmatsu et al. 2011, 
p. 262）と結論づけている。例えば，MTO
は「雇用の空間的ミスマッチ」（Kain 1968）
を解消するような形で実験群やセクション 8
限定群の移住を実現したわけではなかった。
また MTO の実験移住群においては，近隣環
境の改善と比べると学校環境の改善は小さい
ものであり，多くの実験群の子どもは移住後
もあまり環境のよくない学校に通うことが多
かった。

すなわち，MTO は大規模な介入実験であ
ったにもかかわらず，雇用や教育アウトカム
に影響を与えうる媒介変数（中間的アウトカ
ム）には限定的な影響しか及ぼさなかった。
このような結果を踏まえて，ファイナルレポ
ートは，教育・雇用・所得の改善を実現する
ためには，移住政策はより直接的な個人・家
族に対する介入によって補完されなければな
らないと述べている（p. 263）。

5 ．�MTO の研究成果 : 経済学におけ
る個別研究の知見

前節で見たように，ファイナルレポートに
おいて取り上げられた MTO の研究成果は多
岐に渡り，それらは個別の様々な学術研究成
果にも基づいている。ここでは，とりわけ経
済学研究において MTO 実験がどのように取
り上げられ，どのような分析上の論争があっ
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たかを取り上げる。また，ファイナルレポー
トのあとに刊行された，より長期的アウトカ
ムについての研究結果も紹介する。

MTO を検証した経済学研究として重要な
ものは多く存在する。まず，初期の研究とし
てボストンの MTO を対象とした Katz et al. 

（2001）やバルチモアの MTO を対象とした
Ludwig et al. （2001a, 2001b）があり，その後，
Orr et al.（2003）の中間報告書が出た後に
Kling et a l .（2005），Sanbonmatsu et 
al.（2006），Kling et al.（2007），Quigley 
and Raphael （2008）などの中期の研究，そ
して MTO のファイナルレポートである San-
bonmatsu et al. （2011）が刊行された。また
ファイナルレポートの刊行時および刊行後も
Ludwig et al. （2011, 2012）などの個別の研
究成果が医学雑誌や科学雑誌において報告さ
れ，さらに近年も Ludwig et al.（2013）や
Chetty et al.（2016）などの新しい研究成果
が 出 さ れ て い る。 と り わ け Chetty et al.

（2016）はファイナルレポートで用いられた
データ以後の税務統計を用いて MTO の長期
的影響を検証した重要な研究である。

（ 1 ）初期の研究論文
ここでは MTO の初期（実験実施から 2 ‐

4 年後程度）の効果を検証した研究である
Katz et al. （2001）および Ludwig et al. （2001a, 
2001b）を紹介する。まず，Katz et al.（2001）
はボストンにおける MTO 実験実施から約 2
年後の短期的効果を検証したものである。本
論文の冒頭で強調されているのは，「社会資
本」や「人的資本の外部性」概念に関連した，
社 会 科 学 に お け る 近 隣 効 果 や ピ ア 効 果

（neighborhood/peer effect）の重要性および
その検証の困難さである。それに対して，
MTO は実験であるがゆえに，「近隣効果の
識別」の妥当性が高いことが期待された。ま
た分析手法についての詳細は割愛するが，
“Intent‐to‐treat”（ITT） 効果（実験群に対

す る 効 果 ） の 推 定 と “Treatnent‐on‐
Treated”（TOT）効果（実験移住群に対す
る効果）の推定を行なっており，この両方を
分析する方法は，その後のほぼ全ての研究と
先述したファイナルレポートとで共通してい
る。この MTO の初期の効果を検証した
Katz et al.（2001）の分析結果は，10年後に
刊行されたファイナルレポートの結論と多く
の共通点を有している。すなわち，実験群や
セクション 8 限定群の近隣環境，健康アウト
カム，（子どもの）危険・犯罪行動に対して
は，MTO は一定のポジンティブな影響を有
していたのに対し，雇用や収入には有意な影
響は観察されなかった。

一方，Ludwig et al. （2001b）はバルチモ
アにおける MTO の初期（実験実施から 2 ‐
4 年間）の教育効果を検証したものである。
この研究の分析では，例えば，実験群世帯

（実際に移住した世帯もそうでない世帯も含
む）の子ども（実験時に 5 ‐12歳）は，リー
ディングおよび数学の両方で対照群よりも平
均的にみて標準偏差0.25ポイント分高いスコ
アを達成していた。またセクション 8 限定群
においても対照群よりも高いリーディングス
コアをとる傾向があったが，数学については
そのような差は観察されなかった。ただし，
実験時に12歳以上であった子どもについては，
実験群やセクション 8 限定群の留年率，懲戒
率，退学率は，対照群よりもわずかに高かっ
た。 興 味 深 い の は， 次 節 で 取 り 上 げ る
Sanbonmatsu et al.（2006）やファイナルレ
ポートの結果と比べて，この段階では MTO
の子どもへの教育効果に高い期待が寄せられ
ていたことである。

Ludwig et al. （2001a）は，バルチモアの
未成年逮捕記録（juvenile arrest record）を
活用して，MTO が未成年の犯罪に与えた短
期的効果を検証したものである。詳細は省略
するが，この研究においては，MTO によっ
て高貧困地域から低貧困地域に移住するとい
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うオファーを受けた世帯（すなわち実験群）
における暴力行為による未成年の逮捕率は，
対照群の逮捕率の30‐50％ほどまで減少した
という結果であった。

（ 2 ）中期の研究論文
ついで，MTO の中間報告書である Orr et 

al.（2003） が出た後の Kling et al.（2005）， 
Sanbonmatsu et al.（2006）， Kling et al. 

（2007），Quigley and Raphael （2008） の研究
結果について検証する。

まず Kling et al.（2005）は，MTO 実験を
実施した 5 地域の行政データおよび調査デー
タを用いて，MTO が若者の犯罪に与える中
期的効果（2001年および2002年に収集したデ
ータであり，実験実施から 4 ‐ 7 年後）を男
女別に検証した。この論文においても，近隣
効果の推定のおける因果関係の識別の困難さ
が指摘されており，実験研究である MTO は
処置の無作為な割当によってこの困難を克服
できることが主張されている。この研究の主
要な発見は，MTO が若者の犯罪に与える効
果が，男女別に異なるものであったことであ
る。Ludwig et al.（2001a）でも述べられて
いたように，MTO が犯罪に与える影響は，
初期（実験開始後 1 , 2 年）においては暴力
行為の抑制という形で現れ，また若年女性に
ついては他の犯罪行為の減少にも繋がってい
た。しかし，実験開始してから数年後たつと，
若年女性については犯罪減少効果は持続して
いる一方で，若年男性では逆に窃盗などの財
産関連の犯罪（property crime）が実験群に
おいて増加していた。

次に Sanbonmatsu et al.（2006）は，MTO
実験を実施した全 5 地域のデータを用いて
MTO が教育アウトカムに与える中期的効果

（2002年に収集したデータによる 4 ‐ 7 年後の
影響）の分析を行なった。本分析の結果にお
いては，MTO で移住した世帯は，より貧困
率の低い地域に住み，子どもの学校環境も改

善したにもかかわらず，子どものリーディン
グや数学のスコアや学校での行動などの改善
はどの年齢グループにおいても見られなかっ
た。この結果は Ludwig et al.（2001b）にお
けるバルチモアのデータを使った初期検証の
結果と異なるものであった。Sanbonmatsu 
et al.（2006）はバルチモア・データの再検
証 に つ い て も 言 及 し て お り，Ludwig et 
al.（2001b）で正の効果が観察された年齢コ
ホートのグループについても，効果は持続し
ていなかったと述べている。

このような「教育効果なし」という結果の
解釈として，Sanbonmatsu et al.（2006）は，
実験移住群の世帯が再度貧困率の高い地域に
引っ越すことが多かったことや，MTO に参
加した対照群の世帯が実験後により貧困率の
低い地域に引っ越す傾向があったことを挙げ
ている。しかし同時に，それらの事情を考慮
しても実験移住群と対照群には大きな居住環
境の差があり，MTO による近隣居住環境の
改善は教育アウトカムの向上には繋がらなか
った可能性が高いとしている。さらに，近隣
環境の改善ほどには学校環境は改善していな
いことも大きな要因ではないかと指摘されて
いる。その他にも，本論文は MTO が教育ア
ウトカムの向上に繋がらなかった原因を多角
的に検証しているが，総じていえば，MTO
は近隣環境の変化・改善に焦点を当てた実験
であり，子どもの教育環境に対する直接的介
入を従わなかったため，貧困世帯の子どもが
直面する様々な問題解決には貢献できなかっ
たと結論づけている。

Kling et al.（2007）も MTO 実施後 4 ‐ 7
年後の中期的評価に関する研究であり，成人
の経済的自立（economic self‐sufficiency）・
身体的健康・精神的健康，そして10代の若者
のアウトカムなどのアウトカムに対する効果
を検証している。その結果，成人のアウトカ
ムについては，経済的自立や身体的健康には
効果は認められない一方，精神的健康には大
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きな効果が認められた。従って本論文は，
MTO のようなプロジェクトは貧困対策とし
ては十分な効果がないものの，精神的健康の
改善などを考慮すると（コストと比較して
も）十分な便益が存在すると結論づけている。
また，女性の若年層の教育・危険行為・身体
的健康にも正の効果が観察された一方，男性
の若年層については，これらの項目について
む し ろ 負 の 効 果 が 観 察 さ れ た。Kling et 
al.（2007）は，若者の男性の文化的な特性（貧
困層の少年の言葉遣いや行動特性，負のピア
効果など）が，男女間の逆方向の効果に繋が
った可能性を指摘している。なおこのような
MTO 効 果 の ジ ェ ン ダ ー 差 に つ い て は，
Clampet‐Lundquist et al.（2011） が MTO
対象者に対するインタビュー調査に基づく質
的研究でさらに検証している。

最 後 に Quigley and Raphael （2008） は，
MTO プロジェクトグループ外の研究者が
MTO データを分析したものである。本研究
の特徴の 1 つは，MTO が近隣効果の有力な
仮説である「雇用の空間的ミスマッチ」仮説

（Kain 1968）の検証には適していないことを
指摘している点である。すなわち，「雇用の
空間的ミスマッチ」仮説の検証に必要なほど
の十分な雇用アクセスの改善を MTO の実験
移住群やセクション 8 限定群は実現していな
いため，MTO において雇用状況の改善効果
が観察されないことは必ずしも「空間的ミス
マッチ」仮説の棄却には繋がらない，という
ことである。この指摘については，本論文の
末尾において（MTO プロジェクトグループ
の研究者である）Lisa Sanbonmatsu が詳細
な応答をしており，この指摘自体は概ね受け
入れている。

（ 3 ）後期および最近の研究論文
最後に，ファイナルレポートの刊行時およ

び刊行後に発表された Ludwig et al. （2011, 
2012），Ludwig et al.（2013），そして Chetty 

et al.（2016）を取り上げる。
まず Ludwig et al.（2011）は医学雑誌で

ある New England Journal of Medicine に掲
載された論文であり，MTO が肥満と糖尿病
の発生に与えた長期的効果（実験実施から10
‐15年後の影響）について分析したものであ
る。その結論は上述したファイナルレポート
における「身体的健康」の箇所と似通ったも
のであり，とりわけ実験移住群においてある
程度のポジティブな効果（極端な肥満や糖尿
病の減少）が観察された。

次に，Ludwig et al.（2012）は科学雑誌
Science に掲載された論文である。この論文
では MTO の様々なアウトカムに対する長期
的影響が検証・紹介されているが，とりわけ
MTO によってより “less distressed” な地域
に移住したことが，移住世帯の主観的厚生

（subjective well‐being）にどのような影響
を 与 え た か が 分 析 さ れ て い る。 そ し て，
MTO を含む近年の近隣・居住環境の影響に
関する実験的・擬似実験的研究における「期
待はずれ」（“dissapointing” （p. 1509））とさ
れる結果に対して，主観的健康に対する効果
はそのような結果とは極めて異なるとしてい
る。すなわち，ITT （Intent‐to‐treat）推定
値でみても，z‐score（アウトカムを平均 0 , 
標準偏差 1 に標準化したもの）で約0.1ポイ
ントほどの正の効果が観察された。この大き
さを MTO による近隣の貧困度の改善の大き
さを考慮して換算すると，十分に社会的に意
義のある効果の大きさであると指摘している。

Ludwig et al.（2013）はファイナルレポー
トで取り上げられた様々なアウトカムに対す
る MTO の効果を短く解説しているペーパー
であり，最終節の冒頭で「MTO の長期的結
果は，都心部において高確率で生じている学
校教育の失敗（school failure）や無業（non‐
employment）は貧しい近隣環境の中で生活
していることの直接的な悪影響によるもので
ある，という見解を支持するものではなかっ
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た 」（p. 229） と 述 べ て い る。 す な わ ち，
Ludwig et al.（2012） と対比する形で，MTO
による近隣環境の改善は，主観的厚生を改善
させる一方で，教育アウトカムや雇用アウト
カムへの明瞭な影響は観察されなかったこと
が強調されている。

最後に，最近の研究である Chetty et al.
（2016）は，これまでの MTO 研究の含意を
一部覆す研究結果を発表している。Chetty 
et al.（2016）は，ファイナルレポートで用
いられた2008‐2009年のデータではなく，さ
らに長期の影響を見ることができる2012年の
税務統計（tax data）を用いて分析を行なっ
た。その結果，MTO によって13歳より前に
低貧困地域に移住した子どもにおいて，大学
進学率や所得の上昇が見られ，ひとり親にな
る確率の減少が見られた。さらに，そのよう
な効果は性別や地域に限らず頑健に観察され
た。一方，より高い年齢で MTO により移住
した子どもにはそのような効果は見られなか
った。Chetty et al.（2016）は，これらの結
果について，これまでの MTO 研究と矛盾す
るというよりも，より幼い時期に移住した子
どもの長期的なアウトカムにおいて顕在化し
た MTO の効果であると結論づけている。

6 ．まとめ

MTO 実験は，公営住宅などにすむ米国の
貧困世帯に対する住宅バウチャーの提供およ
びそれによる居住環境・近隣環境の変化が，
成人や子どもの様々なアウトカムに与える影
響を検証したものである。この実験では，対
象世帯は公営住宅などに住む貧困世帯であり，
処置群の世帯は住宅バウチャーによる移住の
機会を与えられ，世帯所得そのものが直接上
昇したわけではない。すなわち，この実験に
よって実際にバウチャーを利用して移住した
世帯は，世帯所得には大きな変化はない中で
居住環境・近隣環境の変化が生じた。その意

味で，より純粋に（所得の影響を制御した上
で）居住・近隣環境の影響を検証した実験で
ある。

MTO 実験の成果としては，居住・近隣環
境の向上は，精神的健康などの一部のアウト
カムには比較的大きな影響を与える一方で，
所得や就労，子どもの教育アウトカムには目
立った効果がないという結論が得られていた。
一方で，最近の研究では，より幼い時期に移
住した子どもの教育・雇用アウトカムにおい
て，長期的に見ると頑健な正の効果が観察さ
れたとの結果も報告されている。

このように，MTO 実験プロジェクトは，
1994年から実験が実施され，その後に様々な
優れた研究成果が刊行されたプロジェクトで
あるが，それぞれの時期の研究成果から得ら
れる政策的含意は，一定のコンセンサスを有
しつつも，多様かつ論争的である。さらに，
男女間で効果の向きや大きさが異なるという
研究成果や，移住時に低年齢であった子ども
において教育や雇用への正の影響が顕在化し
ているという最近の研究結果は，実験的政策
介入の効果を統計的に分析する際には，グル
ープごとの効果の異質性（e.g. 男性か女性か，
子どもか未成年か成年か）や効果の発生時期

（e.g. 短期か長期か，一時的か累積的か）を
注意深く検証することの重要性を示している。

近年，「エビデンスに基づく政策立案」
（Evidence‐based Policy Making: EBPM）の
重要性が認識される中で，社会科学における
政策実験研究も増加しており，MTO 実験プ
ロジェクトは，その先駆けとなる大規模実験
研究の一つである。このような先駆的プロジ
ェクトにおいて，各時期の研究がどのように
行われ，その研究成果や政策的含意について
どのような議論が行われ，それらがどのよう
に受け止められたかを検証することは，今後
の政策実験研究にとって有用であると考える。
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